別添資料－１
Ⅰ．官民連携起業手続一元化事業研究員応募申請書記入要領
　申請書は、別添資料－２（申請書及び様式１）を使用して記述する。以下に各項目の記入要領を示す。複数の企業・団体が共同して提案する場合は、その代表者となる団体・企業が申請するものとする。
１．申請代表者
　申請代表者の所属するコンソーシアム名、企業・団体名（研究員）、企業・団体の所在地住所、申請代表者役職・氏名を記し、押印をする。（電子申請の場合は、政府認証基盤(GPKI)のブリッジ認証局との間で相互認証する認証局から発行された申請者の証明書（以下「研究員の証明書」という。）を使用）。
　・申請代表者は、研究員である企業・団体に所属する者であること。
・申請代表者が研究員である企業・団体の代表権を持たない場合には、その下に代表権を持つ者が住所、企業・団体名、役職・氏名を記し、押印をすること。（電子申請の場合は、研究員の証明書のみでよい。）
　・単独での応募の場合は、コンソーシアム名は不要。
２．総括責任者の連絡先
　「総括責任者（事業の管理運営を行い、かつ当協会との連絡窓口となる担当者）」を選任し、その氏名、企業・団体名、所属（部署名）、役職名、勤務先住所（郵便番号を明記）、勤務先電話番号（代表、直通を明記）、勤務先FAX番号、勤務先の電子メールアドレスを記述する。総括責任者は研究員である企業・団体に所属する者であること。
３．提案する研究テーマの概要
　提案する研究テーマの概要について記述する。その際には、様式１に従い、Ａ４縦置き１枚以内に収めるものとする。
＜研究テーマ名＞
　提案する研究テーマについて、その内容を的確かつ具体的に表現した、簡潔で分かり易いテーマ名を４０字以内で記述する。
＜研究テーマ概要＞　
　提案する研究テーマについて、理念、目的、研究内容、最も重視するサービスの内容等を簡潔に記述する。
＜研究テーマのポイント＞
　提案する研究テーマのポイントとして、アピールしたい事項をキーワード又は箇条書きで記述する。

＜コンソーシアム参加機関総数＞
　コンソーシアムに参加する機関の総数及びそれらの内数を民間企業、地方公共団体、公益法人、その他についてそれぞれ記述する。
＜実証実験を行う地域＞
実証実験を行う地域について、都道府県名、市区町村又は地域名等（複数の場合は列記）を記述する。

＜官民連携ポータルの名称＞

構築する官民連携ポータルの名称を記述する。

＜想定する実証実験の規模＞

提案する研究テーマについて、想定する実証実験の規模（サービスを利用する予定人数、参加企業数など）を記述する。

＜電子申請・申込サービスの概要＞

提供する電子申請・申込サービスについて、サービス毎に以下のとおり記述する。

・「通し番号」

　　サービスが複数になる場合には、「通し番号」を付して列記する。

・「電子申請・申込サービス名略」、「サービス関連団体名」

実施する行政用電子申請サービス、民間用申込サービス又はその連携サービスについて、名称と、関連する団体名（行政機関名や申込対象の民間企業名等）を記述する。

　※必ず、会社設立ポータル（官民連携電子手続一元化サービス）が含まれること。

Ⅱ．官民連携起業手続一元化事業研究テーマ提案書（１）記入要領
　研究テーマ提案書(1)については、別添資料－３指定の様式２に従い、Ａ４縦置き２枚以内に収めるものとする。
＜実施内容とその重要性＞

研究テーマの実施内容について、公募要綱２．（１）．２）及び２．（２）を踏まえて具体的に記述する。また、併せて実施内容の重要性・必要性も記述すること。

＜目標と期待される効果＞

研究内容の目標と期待される効果を簡潔に記述する。目標は、可能な限り定量的な目標を記述する。複数ある場合には、それぞれ箇条書きにすること。

＜本事業の実施に必要な情報インフラ＞
本事業の実施に必要な情報インフラ（施設、ネットワーク、ソフトウェア、ハードウェア）について、整備状況（「既存」、「本事業の経費で導入予定」、「本事業の経費以外で導入予定」等）の別が分かるように、概要を記述する。

○施設

　　本事業に使用する予定の施設・設備について、概要と整備状況を簡潔に記述する。

　○ネットワーク
　　本事業に使用するネットワーク環境について、概要と整備状況を簡潔に記述する。
　○ソフトウェア
　　本事業に使用する関連情報システムについて、概要と整備状況を簡潔に記述する。
　○ハードウェア
本事業に使用する関連情報機器について、概要と整備状況を簡潔に記述する。

併せて、「添付資料１．本事業の実施に必要な情報インフラ」（Ａ４版１枚）として、本事業の実施に必要な情報インフラのシステム構成や整備状況（「既存」、「本事業の経費で導入予定」、「本事業の経費以外で導入予定」等）について、簡潔に表す概要図を添付すること。

＜制度的課題の有無＞

研究テーマの実施に際して制度的課題がある場合には、課題の内容、対応方針、対応状況を記述する。また、個々のサービスの実施に当たっての制度的課題については、研究テーマ提案書（２）にて記述する。

＜電子申請・申込システム等の構築・運用に関する実績＞

　行政用電子申請システムや民間用申込システムについての実績等、研究テーマに関連するシステムの構築・運用等に関して、研究員に関するこれまでの実績を記述する。

　（例）

○電子申請システム

　　　平成９年度より○○に関する電子申請システム（○○県）構築を受注、サービス提供中。

＜研究実施体制＞

　研究テーマの実施体制図を「添付資料２．研究実施体制」（Ａ４版１枚）として添付すること。

＜事業化イメージ＞

　官民連携ポータルの事業化イメージ（構築・事業化のプロセスを適当なフェーズに分けて図示。ビジネスモデルも分かるように考慮すること。）を「添付資料３．事業化イメージ」（Ａ４版１枚）として添付すること。

Ⅲ．官民連携起業手続一元化事業研究テーマ提案書（２）記入要領
　研究テーマ提案書(２)については、様式３に従い、サービス毎に作成し、それぞれにＡ４縦置きで１枚に収めること。
＜各サービスの内容＞
　提案する研究テーマのサービスそれぞれに関する以下の項目について、簡潔に記述する。
　○サービスの内容
　　　サービスの概要、これに用いるシステムの主な機能・要件等を簡潔に記述する。

○想定する実証実験の規模

想定する実証実験の規模（参加予定人数・企業数、期間、申請件数等）を記述する。実証実験規模は、研究員又はコンソーシアムがサービス提供可能な内容とすること。

　　

○必要性及び期待される効果
本事業で実現する必要性及び期待される効果を明確に記述する。
　　

○電子申請・申込の方法
どのように電子申請・申込を利用するかを明確に記述する。また、複数の電子申請・申込を連携させてサービスを実現する場合には、必ず、利用される機能連携の技術や機能連携の形態等を明確に記述すること。

　　

○調整済みの電子申請・申込先団体（団体名、部署名、責任者名、役職名、連絡先）
調整済みの関連官公署、企業等の概要を記述する。
　　

○調整中又は未調整の電子申請・申込先団体（団体名と調整状況等）
　　　調整が済んでいない関連官公署、企業等について、調整状況が理解できるように具体的に記述する。
　　

○法令・条例等の制度的課題の有無
　　　電子申請・申込サービスを実運用するに当たって課題がある場合には、課題の内容、対応方針、対応状況を記述する。

　　

○本事業以外の事業との関係
　　　他の事業との連携を予定している場合には、その事業名、概要及び連携方法等を簡潔に記述する。
Ⅳ．官民連携起業手続一元化事業研究テーマ提案書（３）記入要領

　

　研究テーマ提案書(３)については、様式４に従い、Ａ４縦置き３枚以内に収めるものとする。

＜経費＞
　研究開発するサービスシステム又は実施するすべての業務について、当該サービス又は業務ごとに概要、必要な経費の見込みを記述する。
　
　○記述内容：
　　１．○○○サービスシステム
　　　概要：主な機能、主な実施場所、運用・管理機関
　　　本事業のために必要な費用見込み（概算）
　　　分類：ソフトウェア関連経費（人件費、外注費、その他）
　　　　　　ハードウェア関連経費（機器賃借料相当額）
　　　　　　その他（主な経費）

※「主な実施場所」とは、当該サービスを提供する地域を指すものである。

※「ソフトウェア関連経費」の「人件費」は研究員に所属する者の人件費とする。

※代表研究員以外の企業・団体の経費（人件費やその企業・団体で発生する諸経費）に関しては、「外注費」として計上する。

※ライセンス使用料、パッケージソフト等既存のソフトウェアに関する経費は「ソフトウェア関連経費」の「その他」に計上する。

※ハードウェアと分割できないソフトウェアは、「ハードウェア関連経費」に含める。

※「ハードウェア関連経費」は、機器賃借料相当額（月額×月数）で計上する。

※「その他」に関しては、特に高額の経費が無ければ、一括して計上する。特に高額な経費があれば、項目を立てて計上し、その他の経費については「その他」として一括計上する。

　　　　（例）　その他　　　報告書印刷費　　40万円
　　　　　　　　　　　　　　その他　　　    20万円
　　２．実証実験経費
　　　主な機能：主な内容、主な実施場所、運用・管理機関
　　　本事業のために必要な費用見込み（概算）
　　　分類：ソフトウェア関連経費（人件費、外注費、その他）
　　　　　　ハードウェア関連経費（機器賃借料相当額）
　　　　　　実証実験人件費
　　　　　　その他（主な経費）

※「主な実施場所」とは、当該サービスを提供する地域を指すものである。

※「ソフトウェア関連経費」に関しては、計上したソフトウェア関連経費以外に、特に必要となるソフトウェア関連経費のみ計上する（記載した経費と重複しないこと）。記述内容は上記参照。

※「ハードウェア関連経費」は、機器賃借料相当額（月額×月数）で計上する。

※「実証実験人件費」に関しては、ヒアリング、アンケート、その他実証実験に必要な人件費を主要な項目別に計上すること。
　　３．その他
　上記以外に必要な経費があれば計上する。（記入要領は上記参照）
　　４．必要な経費の見込み（総額）
　　　経費の総額を記入する。

　　　※一般管理費の比率は、算定根拠の示せるものであること。ただし、算定根拠が示せても、上限額は、総額から外注費を除いた額の10％以内とする。
　　　※上記の各項目において重複計上の無いように留意すること。
　　
５．留意事項

　　　記述に当たっては、以下の点に留意すること。

・機器、消耗品の購入は原則として認めない。

・建物の建設費、取得費は原則として認めない。

Ｖ．コンソーシアム概要票記入要領
・コンソーシアム概要票は、複数の企業・団体により共同で提案を行う場合に使用し、別添資料－４　様式５に従い記述する。
・本事業においては、複数の企業・団体により共同で提案を行う場合には、当協会と契約を締結する企業・団体を代表とするコンソーシアムを設立し、権利や経費に関する事項はコンソーシアム内部で調整を済ませること。

・単独企業・団体で申請する場合には、本様式は必要ない。ただし、単独で本事業を実施できる体制、能力を有する場合に限る。
Ⅵ．会社概要票記入要領
　会社概要票は、研究員である企業・団体について、必要な事項を、別添資料－５　様式６に従い記述する。
以上

別添資料－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（協会記入欄）
	受理
	
	
	
	
	申請書
	
	
	協会担当
	


平成１４年度

官民連携起業手続一元化事業

研究員応募申請書
財団法人ニューメディア開発協会　御中
　貴協会で実施される標記事業の研究員として、下記の要領にて業務を行いたく、申請いたします。
コンソーシアム名

研究員企業・団体名

住所

申請代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　印
（申請代表者が企業・団体の代表権を持たない場合）
　上記の者に、本事業に関する契約・実施に関する権限を委任いたします。
住所

研究員企業・団体名

役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
＜総括責任者（事業の管理運営及び協会との連絡窓口となる担当者）の連絡先＞
	氏名：
	

	企業・団体名：
	

	部署名：
	

	役職名：
	

	勤務先住所：〒
	

	
	

	
	

	勤務先電話：                                    勤務先ＦＡＸ：
	

	勤務先電子メールアドレス：
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（協会記入欄）
	受理
	
	
	
	
	様式
	1
	
	
	協会担当
	


＜提案する研究テーマの概要＞

	研究テーマ名
	（４０字以内）

	
	

	
	

	概
要
	（理念、目的、研究内容、最も重視する事項等を簡潔に記述。）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	ポ

イ

ン

ト
	（アピールしたい事項をキーワード又は箇条書きで。）
	コンソーシアム参加機関総数：　　機関

	
	1.
	民間企業　　：　　　　　　　機関

	
	
	

	
	2.
	地方公共団体：　　　　　　　機関

	
	
	

	
	3.
	公益法人　　：　　　　　　　機関

	
	
	

	
	4.
	その他　　　：　　　　　　　機関

	
	
	

	
	5.
	

	実証実験を行う地域
	
	官民連携ポータルの名称
	

	
	

	想定する実証実験の規模（申請件数、会社設立数等）
	

	

	電子申請・申込サービスの概要
	通し

番号
	電子申請・申込サービス名称
	サービス関連団体

	
	
	
	 

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


＊本様式はＡ４縦置き１枚以内に収めること。
別添資料－３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（協会記入欄）
	受理
	
	
	
	
	様式
	2
	
	
	協会担当
	


平成１４年度官民連携起業手続一元化事業

研究テーマ提案書（１）
＜実施内容とその重要性＞
	（実施内容を具体的に記述する。また、その重要性・必要性も併記する。）




＜目標と期待される効果＞
	目

標
	（本研究の目標について簡潔にまとめること）

	期待効

果
	（本研究により期待される効果について簡潔にまとめること）


＜本事業実施に必要な情報インフラ＞
	（本事業実施に必要な情報インフラについて、既存、新規導入等の別が分かるように列記すること）




＜制度的課題の有無＞

	（制度的課題についての概要と対応方針を簡潔にまとめること）




＜電子申請システム等の構築・運用に関する実績＞

	（行政用電子申請システムや民間用申込システムについての実績を簡潔に記載すること）




※１：本様式はＡ４縦置き２枚以内に収めること。

※２：本事業の実施に必要な情報インフラについて、「整備済み」、「本事業の経費で導入予定」等の別が分かるように「添付資料１．本事業の実施に必要な情報インフラ」（Ａ４版１枚）として添付すること。

（本様式の枚数制限に含まない。）
※３：本事業の実施体制及び官民連携ポータルの事業化イメージを、それぞれ、「添付資料２．研究実施体制」、「添付資料３．事業化イメージ」（Ａ４版各１枚）として添付すること。（本様式の枚数制限に含まない。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（協会記入欄）
	受理
	
	
	
	
	様式
	3
	
	
	協会担当
	


平成１４年度官民連携起業手続一元化事業

研究テーマ提案書（２）
＜各サービスの内容＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　頁／全　　　頁
	NO．
	 名称：
（略称：
）
	

	サービスの内容：
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	想定する実証実験の規模：
	

	
	

	
	

	
	

	研究テーマの必要性及び期待される効果：
	

	
	

	電子申請・申込の方法：
	

	
	

	調整済みの電子申請・申込先団体（団体名、部署名、責任者名、役職名、連絡先）：
	

	
	

	
	

	
	

	調整中又は未調整の電子申請・申込先団体（団体名と調整状況等）：
	

	
	

	
	

	
	

	法令・条例等の制度的課題の有無、課題の内容、対応方針・状況：
	

	
	

	
	

	
	

	本事業以外の事業との関係：
	

	　（他の事業との連携を予定している場合には、その事業名、概要及び連携方法等を簡潔に）
	

	
	

	
	

	
	

	
	


＊本様式については、様式１に記述した電子申請・申込サービスごとに作成し、それぞれにＡ４縦置きで１枚に収めること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（協会記入欄）
	受理
	
	
	
	
	様式
	4
	
	
	協会担当
	


平成１４年度官民連携起業手続一元化事業

研究テーマ提案書（３）
＜経費＞
（研究開発するサービスまた実施するすべての業務について、サービスあるいは業務ごとに概要を記述）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　頁／全　　　頁

	
	概　要
	本事業のために必要な費用見込み（概算）

	
	
	分　　類
	区　　分
	概算金額

(千円)

	１〇〇電子申請・申込サービス
	主な機能：

主な実施場所：

運用・管理機関：
	ソフトウェア関連経費

注）ハードウェアと併せてリースするソフトウェアはハードウェア関連経費に含める。
	人件費
	

	
	
	
	外注費
	

	
	
	
	その他（
）
	

	
	
	ハードウェア関連経費

注）機器賃借料相当額。

　　
	○○用機器
	

	
	
	
	○用機器

　　：
	

	
	
	その他（主な経費）
	○○品費
	

	（中略）

	２

実証実験経費
	主な内容：

主な実施場所：

運用・管理機関：
	ソフトウェア関連経費

注）ハードウェアと併せてリースするソフトウェアはハードウェア関連経費に含める。
	人件費
	

	
	
	
	外注費
	

	
	
	
	その他（
）
	

	
	
	ハードウェア関連経費

注）機器賃借料相当額。　　
	○○用機器
	

	
	
	
	○○用機器

　　：
	

	
	
	実証実験人件費
	○○作業
	

	
	
	その他（主な経費）
	○○品費
	

	３

その他
	主な内容：
	ソフトウェア関連経費

注）ハードウェアと併せてリースするソフトウェアはハードウェア関連経費に含める。
	人件費
	

	
	
	
	外注費
	

	
	
	
	その他（
）
	

	
	
	ハードウェア関連経費

注）機器賃借料相当額。　　
	○○用機器
	

	
	
	
	○○用機器

　　：
	

	
	
	その他（主な経費）


	○○品費
	

	（中略）

	小計
	
	ソフトウェア関連経費
	
	

	
	
	ハードウェア関連経費
	
	

	
	
	その他
	
	

	
	
	一般管理費（外注費を除く10％以内）
	
	

	４　必要な経費の見込み　　　　　　　　　　　　　総額：
千円


＊施設の建設、機器、消耗品の購入費は原則的に認めない

＊本様式については、Ａ４縦置きで３枚以内に収まるよう、各事項を分類すること。
別添資料－４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（協会記入欄）

	受理
	
	
	
	
	様式
	5
	
	
	協会担当
	


コンソーシアム概要票

	コンソーシアム名称
	
	

	
	
	

	代表機関(研究員)名称
	
	

	
	
	

	
	
	

	設立趣旨
	
	

	
	
	

	設立年月
	　　年　　　月　　　日
	参加者数
	参加機関総数：

　　　　民間企業：

　　地方公共団体：

　　　　公益法人：

　　　　その他　：
	

	
	住所
	
	

	事


	企業名
	
	

	
	担当部署
	
	

	務


	
	
	

	
	担当者役職・氏名
	
	

	局


	
	
	

	
	ＴＥＬ
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	

	
	電子メールアドレス
	
	

	参 加 者 名
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別添資料－５（研究員企業・団体のみ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（協会記入欄）
	受理
	
	
	
	
	様式
	6
	
	
	協会担当
	


会社概要票（1/2）
	会　社　名

　（代表者氏名）
	
	

	
	
	

	所在地（都市名）
	
	

	
	
	

	設　立　年　月
	
	

	
	
	

	資　 本　 金
	
	

	
	
	

	従　業　員　数
	
	技 術 者 数
	
	

	
	
人
	(資格名等）
	
	

	主要加盟団体
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
計
人
	

	会社の主要業務：


	

	
	

	
	株   主    名
	持  株  割  合
	

	主
	
	
（％）
	

	要
	
	
	

	株
	
	
	

	主
	
	
	

	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（協会記入欄）

	受理
	
	
	
	
	様式
	6
	
	
	協会担当
	


会社概要票（2/2）
	
	

	（今期の見込み及び過去２年間の業績）
	

	
	

	項　目
	平成１４年度

（確定又は見込み）
	平成１３年度（確定）
	平成１２年度（確定）
	

	
	/   ～    /
	/   ～    /
	/   ～    /
	

	   売 上 高
	                 千円
	                  千円
	                 千円
	

	
	
	
	
	

	  当期利益又は
	
	
	
	

	　　年度利益
	
	
	
	

	　前年度繰越利益
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　年度末処分利益
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　年度末借入金残高
	
	
	
	

	
	
	
	
	


名称
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